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　自転車の政策立案、計画策定その他自転車利用等に関する幅広いご相談や講演会、勉強会の
ご依頼やご相談等がございましたら、どのようなことでも結構ですので、下記の窓口までお気軽
にご連絡くださる様、お願い申し上げます。

　国内の自転車計画については、これまでに下記上段の計画など多数の地方公共団体の計画策
定にあたり、アドバイスを行いました。また、海外の自転車計画については、下記下段の計画の
ような先進的な計画内容を研究し、詳細な内容を雑誌等に紹介しております。

〇自転車政策・計画推進機構は、国や自治体、大学・研究機関、コンサルタント、民間機関 　
　や会社の自転車の利用促進のための政策や計画、事業実施について、お手伝いをいたします。
〇世界の先進的な自転車政策や自転車計画、国内の自転車政策や自転車計画の調査研究を 　
　行い、最新の自転車利用に関する情報をご提供します。講演会や勉強会のご依頼にも積極　
　的にご相談に応じております。自転車政策・計画推進機構のホームページの講演集をご参照く 
　ださい。
〇自転車政策や自転車計画に関する評価や改善点などについてアドバイスします。
〇自転車政策や自転車計画が推進されるために必要なご相談に応じます。

国内の自転車計画の策定アドバイス及び自転車計画の研究の実例国内の自転車計画の策定アドバイス及び自転車計画の研究の実例

国内の自転車計画の策定アドバイス及び自転車計画の研究の実例お問い合わせ

特定非営利活動法人　

自転車政策・計画推進機構
〒106-0014　東京都港区芝 5-30-6 港会館２階 03-6459-4578 info@jseikei.org http://jseikei.org/



　これまで地方公共団体、地元協議会、公益法人等の自転車関連機関から委託や助成等
を受けて、主に以下の活動を実施して来ております。
　○自転車計画の策定のアドバイス、自転車利用促進方策に関する調査・研究業務
　　（地方公共団体委託業務）
　○某駅周辺放置自転車対策に関する調査研究（地元協議会委託業務）
　○電動アシスト自転車モニター調査データの取りまとめに関する業務
　　（地方公共団体委託業務）
　○自動車と自転車役割分担のあり方について調査研究業務（民間事業者委託業務）
　○高齢者の自転車利用促進方策に関する市民アンケート調査実施・分析
　　（公益財団法人助成事業）
　○自転車駐車場利用者モニター調査（自転車駐車場管理事業者委託業務）
　〇講演会、勉強会の講師　等

◇名　称　；　特定非営利活動法人 自転車政策・計画推進機構
◇代表者の氏名　；　理事長　古　倉　　宗　治
◇主たる事務所の所在地　；　〒108-0014　東京都港区芝 5-30-6 港会館 2 階
◇設立趣旨　；
　この法人は、政策の樹立や計画の策定の方法を自転車政策の進んでいる諸外国の事例やわが国
の先進的な事例に範を取り、これらのあり方を調査研究するとともに、自転車に係る政策及び計
画の技術の向上・普及促進、政策の樹立や計画案の検討、調査、作成等の企画・立案、実施、評価、
アドバイス等を、主として国、地方公共団体、公的な主体等に対して提案、提供、支援等に関す
る事業等を行うことを目的とする。
◇設立年月日；　平成 24 年 10 月 17 日
◇事　業　；
　（1）自転車に係る政策又は計画の策定
　（2）自転車に係る政策又は計画に関する調査研究
　（3）自転車に係る政策又は計画に関する技術又はシステムの開発
　（4）自転車に係る政策又は計画に関する広報啓発
　（5）自転車に係る政策又は計画に関する研修会、講習会又は講演会の開催、イベント又は行事
　　　等の実施
　（6）上記に付帯する業務
◇役　員　；
　理事長　　　古倉　宗治（株式会社三井住友トラスト基礎研究所研究理事、
　　　　　　　　　　　　　京都大学法科大学院・公共政策大学院講師）
　副理事長　　佐藤　利明（株式会社プラネット・フォーまちづくり推進機構）
　理事　　　　大森　宣曉（宇都宮大学大学院教授〔地域デザイン科学部社会基盤デザイン学科〕）
　理事　　　　鈴木　美緒（東京大学助教〔大学院総合理工学研究科人間環境システム専攻〕）
　理事　　　　土屋　文明 
　理事　　　　中瀬　勝義（海洋観光研究所）
　理事　　　　吉川　泰生（環境デザイン）
　監事　　　　藤田　正二

　本機構は、以下の実施方針に基づき、業務を遂行して参ります。

①自転車の政策や計画の策定を進めるに当たっては、全体のつながりやストーリーが分
かりやすく、国民や住民、関係組織や団体に理解され、支持され、受容されていくもの
とする必要があります。このためには、自転車の位置付け、目標、利用促進の目的、利
用促進の方策等について、明確なコンセプトのもと、総合的かつ体系的で特色ある自転
車利用促進策を内容とすること。

②私どもが長年各種調査研究等を通じて培ってきた自転車政策研究の草分けとしての数
多くの自転車に関する政策や計画に関する知識経験、策定のノウハウや技術、さらに欧
米の最新の先進事例等を活用して、自転車利用に関する政策の樹立や計画の策定を推進
すること。

③自転車政策や自転車計画の内容や議論は、抽象的なものになりがちですが、可能な限り、
各種データに基づき、具体的なかつ効果的な内容を目指すこと。

　自転車は、健康によく、経済的で、かつ、地球環境にもやさしいなど多彩かつ多大な
メリットを備えています。このため、通勤、通学や買い物、通院、など様々な日常用途、
観光、レクレーション、健康・生活習慣病対策、環境・エネルギー政策、防災・災害時
移動手段、宅配・営業など広範な用途に活用できます。
　このため、国レベルでは 2017 年 5 月に自転車活用推進法が我が国で施行されるととも
に、各地で自転車の利用や活用を促進する動きが活発化しています。しかし、地方公共
団体、官民の団体等の皆様の中には、これを受けてどのような自転車政策や自転車計画
を進めるべきかに苦労しておられる場合も多いと思います。自転車政策や自転車計画は、
既定の「はしる」、「とめる」など横並びの項目を定めるのではなく、その地域の住民が
日常的に利活用するための目的や用途に合った特色のあるものが求められます。私ども
は、数多くの自治体等の自転車政策や自転車計画の策定に携わってきました経験やノウ
ハウ、最新の海外の先進事例等の調査研究を基にして、少しでも質の高い優れた内容の
自転車政策や自転車計画の策定に、非営利の活動法人による活動を通じて、お役に立て
ることを目指しております。
　以上のような本機構の趣旨をご理解いただき、本機構の活動に
ご支援とご協力をいただきたく、よろしくお願い申し上げます。

　特定非営利活動法人自転車政策・計画推進機構　　　　　　　　　　
　理事長　古倉　宗治　　　　　　　　　　
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